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■国民健康保険税率の改正を実施

現在、 市は医療費適正化、 保険税の収納強化に取り組み、

赤字削減を進めています。

県の運営方針により、 県内に住む同じ所得の人は同じ保険料

（税） となることを目指し、 次のとおり国民健康保険税率の改

正を行いました。

被保険者の皆様に納めていただく保険税は、大切な財源となっ

ています。 ご理解とご協力をお願いします。

区分 令和３年度 令和４年度 比較
標準保険料率※

（市町村算定基準）

①医療分

所得割 6.4％ 6.2％ 0.2％↘ 6.22％

均等割 22,000 円 35,000 円 13,000 円↗ 36,650 円

平等割 21,000 円 廃止 21,000 円↘

限度額 630,000 円 650,000 円 20,000 円↗

②後期高齢者支援金等分

所得割 2.1％ 2.6％ 0.5％↗ 2.87％

均等割 8,000 円 15,000 円 7,000 円↗ 16,393 円

平等割 7,000 円 廃止 7,000 円↘

限度額 190,000 円 200,000 円 10,000 円↗

③介護分

40 歳以上 65 歳未満

所得割 2.0％ 1.8％ 0.2％↘ 2.59％

均等割 15,000 円 15,000 円 － 18,784 円

限度額 170,000 円 170,000 円 －

※標準保険料率…茨城県が市町村のあるべき保険料水準の 「見える化」 を図るため、 全市町村統一の算定基準で集めるべき相当額

を算出し、 保険料率に換算した参考値。

改正点①　保険税の賦課方式を変更

賦課方式を３方式 （所得割・均等割・平等割） から２方式 （所

得割・均等割） に変更しました。

※所得割 ... 世帯の所得額に応じて負担する金額

均等割 ... 加入者 1 人が負担する金額

平等割 ... 加入世帯 1 世帯が負担する金額

年度別保険税比較表

改正点②　18 歳までの被保険者への減税 （子育て支援）

子育て世帯への支援のため、 １８歳までの被保険者の均等割を５割軽減 （減免） します。

■国民健康保険制度の仕組み

平成 30 年度以降、 市町村にかわり都道府県が国民健康保険財政の運営主体となりました。 この国保広域化に伴い、

県から示された国民健康保険事業費納付金を市町村が県へ納付し、 保険制度を支えあう仕組みとなっています。

保険税率は、 県の運営方針や標準保険料率を参考に、 県への事業費納付金が納められる額となるよう市町村が定めて

います。

国民健康保険税率を改正しました

①医療分、 ②後期高齢者支援金等分、 ③介護分の合計額が年間保険税額です。

掲載している情報は 4 月 20 日時点のものです。 新型コロナウイルス感染拡大の状況により

中止や変更をする場合があります。 詳しくは主催者にお問い合わせください。
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軽減割合 基準 （世帯の被保険者と、 特定同一世帯所属者の総所得金額の合計額）

７割 43 万円 + （給与所得者等※の数 -1） × 10 万円

５割 43 万円 + （給与所得者等の数 -1） × 10 万円 +28 万 5 千円×被保険者数

２割 43 万円 + （給与所得者等の数 -1） × 10 万円 +52 万円×被保険者数

※給与所得者等 ... 次のいずれかの方を指します。

①給与所得者 （専従者を除く） で収入が 55 万円超

②公的年金等を受給しており、 収入が 65 歳未満で 60 万円超

③公的年金等を受給しており、 収入が 65 歳以上で 110 万円超。 特別控除 （15 万円） の対象になる方は 125 万円超

▶１８歳までの方

令和 4 年度から、 １８歳までの被保険者の保険税の均等割が５割軽減 （減免） されます。

▶非自発的失業者で 65 歳未満の方

雇用保険適用となっている65歳未満の方で、雇用保険受給資格者証の離職理由コードが「11.12.21.22.23.31.32.33.34」

の場合、 申請により保険税の軽減が受けられます。 該当の方は問い合わせ先までご連絡ください。

▶その他の減免

以下のような場合、 申請により減免を受けられることがあります。 該当の方は問い合わせ先までご連絡ください。

・被用者保険 （会社の健康保険など、被雇用者が加入する健康保険） から後期高齢者医療制度に加入した方の扶養者が、

国民健康保険に加入した場合

・ り災されたなど特別な事情がある方

■保険税の軽減・減免制度があります

▶一定基準所得以下の世帯

基準所得以下の場合、 保険税の均等割が軽減されます。 ※世帯の中に未申告の方がいると受けられません。

国民健康保険税の軽減・減免制度があります

問い合わせ

医療保険課　国保年金係

☎ 0299-48-1111 （内線 1102・1103・1104・1105）

市ホームページ

■令和４年度国民健康保険税納税通知書を７月中旬に発送します

保険税は、 毎年４月から翌年３月までの１年間の税額を、 ７月から３

月の９期に分けて納付していただきます。 年度の途中で加入や脱退が

あった場合、 月割で計算します。 保険税は世帯単位で課税され、 世

帯主が全員分の保険税の納税義務者となります。

ご自分の世帯の保険税を知りたい方は、 市ホームページ内の 「国民

健康保険税概算計算シート」 をご確認ください。

■保険税の納付方法

保険税のお支払いは、 原則、 口座振替となります。（年金特別徴収の

方は除く。）

手続きをされていない方は、 早めに金融機関の窓口で口座振替の申

し込みをお願いします。

※申し込みに必要な口座振替依頼書／自動払込利用申請書は、 市内の金融

機関にも置いてあります。

国民健康保険税概算計算シート

掲載している情報は 4 月 20 日時点のものです。 新型コロナウイルス感染拡大の状況により

中止や変更をする場合があります。 詳しくは主催者にお問い合わせください。


